
 
 

第２０１回通常国会提出予定法案 
 
国土交通省   総計 ８件（うち※ ５件，その他 ３件） 

予算 
関連 件 名 要  旨 

国会提出 
予定時期 

※ 土地基本法等の一部を改正

する法律案 
 
 

所有者不明土地の増加や自然災害の頻発等

により、適正な土地の管理の重要性が増大し

ていることに鑑み、適正な土地の管理につい

ての基本理念、土地所有者等の責務等を明ら

かにし、政府による土地基本方針（仮称）の策

定等について定めるとともに、同基本方針に

即した国土調査の促進を図るため、令和２年

度を初年度とする国土調査事業十箇年計画を

策定し、あわせて、街区境界調査成果（仮称）

の取扱い及び地方公共団体による筆界特定の

申請について定める等の措置を講ずる。 

２月上旬 

※ 高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の促進に関する法

律の一部を改正する法律案 
 
 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の一層

の促進を図るため、重点整備地区における移

動等円滑化に係る事業の類型として教育啓発

特定事業（仮称）を追加する等、国民の理解の

増進及び協力の確保を図るための制度を整備

するとともに、公共交通事業者等に対して役

務の提供の方法に関する基準の遵守を義務付

ける等の措置を講ずる。 
 
 
 
 

２月上旬 
 



 
※ 道路法等の一部を改正する

法律案 
安全かつ円滑な道路交通の確保及び道路の

効果的な利用の推進を図るため、大型車両の

通行に係る手続の合理化、特定車両停留施設

（仮称）及び自動運行補助施設（仮称）の道路

の附属物への追加、歩行者利便増進道路（仮

称）の指定制度の創設等の措置を講ずるとと

もに、頻発する自然災害への対応を強化する

ため、地方公共団体が管理する道路の災害復

旧等の国土交通大臣による権限代行制度の拡

充の措置を講ずる。 
 

２月上旬 

※ 持続可能な運送サービスの

提供の確保に資する取組を

推進するための地域公共交

通の活性化及び再生に関す

る法律等の一部を改正する

法律案（仮称） 
 
 

持続可能な運送サービスの提供の確保に資

する取組を一層推進するため、地方公共団体

による地域公共交通計画（仮称）の作成及び同

計画に定められた事業の実施に係る関係法律

の特例、自家用有償旅客運送の実施の円滑化

を図るための規制の合理化、旅客運送事業の

経営の安定に資する貨客運送効率化事業（仮

称）の推進と調和した流通業務総合効率化事

業の促進のための国と地方公共団体の連携の

確保に係る規定の整備等の措置を講ずる。 
 

２月上旬 

※ 都市再生特別措置法等の一

部を改正する法律案 
都市の魅力及び防災機能を高め、都市の再

生を図るため、滞在快適性等向上区域（仮称）

が都市再生整備計画に定められた場合におけ

る関係法律の特例を設けるとともに、立地適

正化計画の記載事項への都市の防災に関する

機能の確保に関する指針の追加、災害危険区

域等に係る開発許可の基準の見直し等の措置

を講ずる。 
 
 

２月上旬 



 
 無人航空機等の飛行による

危害の発生を防止するため

の航空法及び重要施設の周

辺地域の上空における小型

無人機等の飛行の禁止に関

する法律の一部を改正する

法律案（仮称） 

最近における無人航空機その他の小型無人

機の利用の実態及び空港等の機能の確保をめ

ぐる状況に鑑み、無人航空機等の飛行による

危害の発生を防止するため、無人航空機の登

録制度について定めるとともに、その上空等

において小型無人機等の飛行が禁止される対

象施設に国土交通大臣が指定する空港を追加

するほか、空港等の管理に関する基準を強化

する等の措置を講ずる。 

２月下旬 

 マンションの管理の適正化

の推進に関する法律及びマ

ンションの建替え等の円滑

化に関する法律の一部を改

正する法律案 
 
 
 

マンションの老朽化等に対応し、マンショ

ンの管理の適正化の一層の推進及びマンショ

ンの建替え等の一層の円滑化を図るため、都

道府県等によるマンション管理適正化計画

（仮称）の作成、マンションの除却の必要性に

係る認定の対象の拡充、団地内の要除却認定

マンションの敷地の分割を多数決により行う

ことを可能とする制度の創設等の措置を講ず

る。 
 

２月下旬 

 賃貸住宅の管理業務等の適

正化に関する法律案（仮称） 
 

社会経済情勢の変化に伴い国民の生活の基

盤としての賃貸住宅の役割の重要性が増大し

ていることに鑑み、良好な居住環境を備えた

賃貸住宅の安定的な確保を図るため、賃貸住

宅管理業（仮称）を営む者に係る登録制度を設

け、その業務の適正な運営を確保するととも

に、特定賃貸借契約（仮称）の適正化のための

措置等を講ずる。 
 

３月上旬 

 


